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（別紙）
酪農環境負荷軽減支援事業実施要領

（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２４号農林水産省生産局長通知）一部改正新旧対照表
（下線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

持続的酪農経営支援事業実施要領 酪農環境負荷軽減支援事業実施要領
（２２生畜第２４２４号平成２３年４月１日農林水産省生産局長通 （２２生畜第２４２４号平成２３年４月１日農林水産省生産局長通
知） 知）

改正 平成２３年８月３１日 ２３生産第４３０４号 最終改正 平成２３年８月３１日 ２３生産第４３０４号
最終改正 平成２５年５月１６日 ２５生畜第 １５７号

第１ 趣旨 第１ 趣旨
持続的酪農経営支援事業は、持続的酪農経営支援事業実施要 酪農環境負荷軽減支援事業は、酪農環境負荷軽減支援事業実

綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２３号農林水産事 施要綱（平成２３年４月１日付け２２生畜第２４２３号農林水
務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に定めるものの 産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に定めるも
ほか、この要領により実施するものとする。 ののほか、この要領により実施するものとする。

第２ 環境負荷軽減に資する取組に係る書類等の保存 第２ 環境負荷軽減に資する取組に係る書類等の保存
事業参加者は、実施要綱第３の３に規定する環境負荷軽減の 事業参加者は、実施要綱第３の３に規定する環境負荷軽減の

取組を実践した内容について、次のいずれかの書類等のうち、 取組を実践した内容について、次のいずれかの書類等のうち、
それぞれの取組の確認に最も適当な１つ又は複数のものにより それぞれの取組の確認に最も適当な１つ又は複数のものにより
明確にし、保存すること。 明確にし、保存すること。
なお、飼料作物の作付面積を確認する必要がある環境負荷軽 なお、飼料作物の作付面積を確認する必要がある環境負荷軽

減の取組にあっては、第７の１に掲げる書類により要件を満た 減の取組にあっては、第７の１に掲げる書類により要件を満た
すことが確認できる範囲内での取組とすること。その際、土地 すことが確認できる範囲内での取組とすること。その際、土地
の一部が分筆されないまま飼料作物作付地として利用されてい の一部が分筆されないまま飼料作物作付地として利用されてい
る等の理由により、第７の１に掲げる書類等での確認が出来な る等の理由により、第７の１に掲げる書類等での確認が出来な
い場合は、実測等の手段により面積を明確にするものとする。 い場合は、実測等の手段により面積を明確にするものとする。

１～５（略） １～５（略）
６ パーラー排水等の処理施設、メタン発酵処理施設及び冷温ヒ ６ 家畜排せつ物の強制発酵処理施設、メタン発酵処理施設及び
ートポンプ等の施設整備及び利用状況が確認できる書類 冷温ヒートポンプ等の施設整備及び利用状況が確認できる書類

７（略） ７（略）
（削る） ８ 河川管理者等が証明する、野草の刈り草面積が確認できる書

類
８（略） ９（略）
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９（略） １０（略）

第３～第９（略） 第３～第９（略）

（削る） 第１０ 知事特認の取組の手続
実施要綱別表の取組事項の欄に掲げる都道府県知事が特に

認める取組の実施（以下「知事特認の取組」という。）を設
定する際の手続は次のとおりとする。

１ 都道府県知事は、様式第１号により知事特認の取組の内容、
当該取組の環境負荷軽減効果、当該取組を追加することが必
要な理由を記載の上、地方農政局長等に協議を行うものとす
る。

２ 地方農政局長等は、１により協議のあった当該取組につい
て、その内容が適切であると認められる場合にはこれを承認
するとともに、都道府県知事に通知するものとする。

（削る） 様式第１号

附則（平成２５年５月１６日 ２５生畜第１５７号）
この要領は、平成２５年５月１６日から施行する。


